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日本再興戦略 （平成25年6月14日閣議決定）-JAPAN is BACK-

（自治体への求人情報提供関連部分抜粋）

第 ．３つのアクションプランⅡ

一．日本産業再興プラン

２．雇用制度改革・人材力の強化

②民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化

ハローワークの情報等の民間開放を図りながら、学卒未就職者等の若者や復

職を希望する女性等の幅広いニーズに迅速・効果的に応えられるよう、民間人

材ビジネスを最大限に活用する。

○ハローワークの求人・求職情報の開放等

・ ハローワークの保有する求人情報を、民間人材ビジネスや地方自治体

に対して、来年度中のできるだけ早期に提供を開始するなど、多様な

サービスを提供可能にする。本年８月末までに検討を進め結論を得た

上で、必要な措置を講ずる。

・ ハローワークの保有する求職情報の開放について、求職者や民間人材ビ

、 。ジネスに対するニーズ調査を直ちに実施し 本年末を目途に結論を得る

また、ハローワークの求職者が民間人材ビジネスの活用を希望する場合

の円滑な誘導支援を速やかに開始する。

・ ハローワーク特区等の経験に基づき、自治体の意向を踏まえハローワー

クと地方自治体の職業紹介機関等の連携強化を全国展開する。
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